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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは、グループ理念をもとに策定した中長期の経営戦略の実現に向けて、取締役会をはじめとするグループのガバナンス体制を整
備、運営しています。また、当社は監査役会設置会社を採用し、取締役会の監督機能と監査役の監査機能により、経営の客観性と透明性をより
高めています。取締役会は多様な取締役で構成し、グループの重要事項を審議・決定し、執行を適切に監督します。取締役会の実効性と透明性
を高めるため、独立社外取締役の意見を経営に活かす体制を構築します。

一方、業務執行においては、グループ経営強化に向けてチーフオフィサー制を導入し、チーフオフィサーはグループ全体の最高責任者として、事
業または機能を横断的に指揮・統括します。グループ全体の経営戦略推進に向けて、チーフオフィサーで構成されるグループ戦略会議において、
グループ全体の重要事項を方向付けます。また、CEO（Chief Executive Officer）・社長が議長となる経営会議では執行に関する重要事項を審議・

決定し、迅速かつ適切な業務執行を実現します。

なお、当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本方針を定めた「コーポレート・ガバナンス方針」は、以下の当社ホームページに掲載していま
す。

https://www.meiji.com/investor/corporate-governance/

　③当社グループの取引関係の強化が必要と判断される場合

　④その他、当社の対株主責任に照らして合理的と判断される場合

・当社は、毎年、取締役会において、保有する全銘柄の保有目的、過去1年間における取引状況、今後の中長期的な見通しおよび配当金額などを
精査し、保有の適否を検証するとともに、当該検証の内容について開示します。なお、2023年9月の当社取締役会において、保有意義を検証の
上、コーポレートガバナンス・コードにおける政策保有株式縮減の観点から、2024年3月期において、9銘柄を全株売却、9銘柄を一部売却しまし
た。

・当社グループは保有する銘柄を「2023中期経営計画」期間（2022年3月期～2024年3月期）中において、2021年3月末時点の簿価ベースで30％縮
減する方針としました。「2023中期経営計画」の最終年度である2024年3月期は、政策保有株式を簿価ベースで20.2％縮減し、3年間の累計で簿価

・当社グループは、政策保有株主との間で、取引の経済合理性を十分に検証しないまま取引を継続するなど、当社グループや株主共同の利益を
害するような取引を行いません。

■原則１－７　関連当事者間の取引

当社および主要な事業会社の取締役・監査役が当社および主要な事業会社と利益相反取引、その他重要な取引を行う場合は、当社の取締役会
の承認を必要とします。また、承認した取引は、その取引状況を当社の取締役会に報告します。

■原則２－３　社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る課題

当社グループは、食と健康のプロフェッショナルとして事業を通じた社会課題の解決に貢献し、世界中の人々が笑顔で健康な毎日を過ごせる未来
社会の実現に向けて、当社グループとしての持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることを目指します。長期ビジョンや中期経営計画
について、グループ戦略会議、経営会議、グループサステナビリティ委員会などで審議を行うとともに、取締役会で決定します。

「サステナビリティ2026ビジョン」として、「こころとからだの健康に貢献」「環境との調和」「豊かな社会づくり」の3つの活動テーマと、共通テーマであ
る「持続可能な調達活動」を掲げ、それぞれマテリアリティおよびKPIを設定して取り組みを進めます。各マテリアリティおよびKPIは本報告書の「Ⅲ

株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況　３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取り組み状況」に記載しています。





・取締役は、国籍・ジェンダー・年齢などの多様性を考慮し、「明治グループ2026ビジョン」の実現に向けて、経営戦略、グローバルビジネス、営業・
マーケティング、財務・会計、人事・ダイバーシティ、法務・リスクマネジメント、コーポレートコミュニケーション、サステナビリティ、デジタルなど、各
項目の観点で高度な専門的知識と高い見識を有する者を選定します。

・業務執行取締役は、豊富な経験や専門的な知識とともに、経営判断能力・人格が優れていることを前提として、過去の業績などを踏まえ、当社グ
ループの持続的な成長を目指し、企業理念の実現、企業価値の向上に向けて、透明で公正かつ迅速・果断な意思決定と最適なグループマネジメ
ントを実現する者を選定します。

・独立社外取締役は、経営に対し客観的かつ多角的な視点を持つとともに、別紙の独立性判断基準を満たし、独立社外取締役の役割を担うこと
ができる人格・見識・能力を有する者を選定します。

・取締役の再任は、指名委員会において、取締役に求められる役割を取締役会において発揮しているかという観点で、実質的な議論を行い、その
是非を判断します。

・取締役の解任は、適時に指名委員会で審議し、取締役会はその解任案の是非を決定します。取締役の解任は法令の定めに従って行います。

●監査役の選任方針と手続

・監査役は、指名委員会の審議を経た上で、監査役会の同意の下、取締役会で候補者を選定し、株主総会で選任します。

・監査役は、国籍・ジェンダー・年齢などの多様性を考慮し、会社の業務執行の適法性や妥当性について、客観的かつ中立的な観点から的確に指
摘と監査を行うため、優れた人格・見識、専門的な能力および高い倫理観を有する者を、財務・会計に関する十分な知見を有する者1名以上含め
て選定します。このうち、社外監査役は、その分野における豊富な経験と幅広い見識を有する、会計に関する専門家、弁護士などとし、別紙の独
立性判断基準を満たす者とします。

・監査役を解任すべき事情が生じた場合には、適時に指名委員会で審議を行い、取締役会で当該審議結果を勘案し、その解任案の是非を決定し
ます。なお、監査役の解任は、法令の定めに従って行います。

■補充原則３－１－３　サステナビリティについての取り組みと人的資本や知的財産への投資等

●サステナビリティについての取り組み

当社グループは、食と健康のプロフェッショナルとして事業を通じた社会課題の解決に貢献し、世界中の人々が笑顔で健康な毎日を過ごせる未来
社会をデザインするというミッションを掲げ、サステナビリティ活動を推進しています。2018年5月に公表した「明治グループサステナビリティ2026ビ
ジョン」では、「こころとからだの健康に貢献」「環境との調和」「豊かな社会づくり」の3つのテーマとそれらに共通するテーマ「持続可能な調達活動」
を掲げ、それぞれについてマテリアリティおよびＫＰＩを設定しています。これらの取り組みを推進していくことで社会課題の解決に貢献し、企業価値
向上に繋げてまいります。

なお、サステナビリティビジョンの詳細は当社ホームページに掲載しています。

https://www.meiji.com/sustainability/stance/vision-creation/

●人的資本

人財は、明治グループの価値創造を支えるきわめて重要な資本です。社員の多様性を尊重し、一人一人の能力を最大限に発揮させることが明治
グループの持続的な成長につながるという考えのもと、経営戦略に則し、戦略的な投資を行います。これまでの「内部公平性」を重視した社内競争
環境での均質・同質化を脱却し、「多様性」を強く意識した人財の活躍推進により、外部競争力の獲得・向上を実現します。

グループ全体の人財戦略の推進にあたっては、その推進責任者としてCHRO（Chief Human Resource Officer）を設置するとともに、経営会議の諮

問機関として、グループCEOが委員長を務める「グループ人財委員会」を年2回開催しています。事業最適視点だけでなく、グループ一体となって
取り組みを加速させるべき人財テーマとして、「DE&I」「人財開発」「健康経営」「スマートワーク」「労働安全衛生」を設定し、方針策定・各施策を推
進すると共に、人財投資の結果指標の一つとして「社員エンゲージメントスコア」によるモニタリングを行っています。

●知的財産

・当社グループは、健康価値の提供と社会課題の解決につながる知的財産戦略を遂行しています。グループスローガン「健康にアイデアを」の実
現に向けて、第三者が保有する知的財産権を尊重しながら、①戦略的な特許取得、②技術ノウハウの管理、③meijiらしい商標の活用、の3つの観
点から知的財産戦略を展開しています。

・当社グループの知的財産は、「明治グループサステナビリティ2026 ビジョン」の実現にも寄与しており、特許分析ツールを用いて、当社グループ

が保有する特許を解析した結果、約半数が SDGsと関連していました。今後も研究開発活動とSDGs の関連をモニタリングしていきます。

・当社は、中期経営計画目標に整合したグループ全体の知的財産戦略の策定・実行にあたり、経営会議の諮問機関として、グループCEOが委員
長を務める「グループ知的財産委員会」を年1回開催し、知的財産戦略の策定および実行が当社グループの取締役会による適切な監督の下で行
われるよう、ガバナンス体制を構築しています。

・また、知的財産活動を推進していく上で不可欠な知的財産専門人財のリソース管理により、専門人財の育成およびグループ内における最適配置
を実行します。

・当社の知財戦略部は、食品セグメントおよび医薬品セグメントの各知的財産部門と連携し、各セグメントの事業戦略や研究開発戦略と連動した
知的財産戦略の策定および実行を担当します。

・当社グループは知的財産を中長期的な企業価値向上のための重要な経営資源ととらえており、積極的な投資により競争力の高い事業活動を推
進します。

■補充原則４－１－１　経営陣への委任の範囲

取締役会は、法令、定款のほか「取締役会規程」に定める当社グループ全体の大きな方向づけや大規模投資案件などの重要事項を決定します。
また、決定した方針に基づく事業や業務の執行に関する事項は、「グループ会社管理規程」と「職務規程」に明確に定め、経営陣に委任し、必要に
応じ取締役会に報告させることとしています。

■補充原則４－１－３　最高経営責任者（CEO）等の後継者計画

・当社グループのCEOのサクセッションプランは、グループ理念や行動規範、経営戦略から導いた役員に求める要件(リーダーシップバリュー)に基
づき、指名委員会の審議を経た上で、後継者計画の展開方針を取締役会で決定します。

当該展開方針に基づき、当社および主要な事業会社の現任社長の選解任、社長候補者の選定などを指名委員会で審議するとともに、サクセッ
ションプランの実施状況は取締役会で定期的に報告・議論します。

・2018年1月の取締役会で審議・決定したリーダーシップバリューでは、ビジョン実現を強力にリードする明治グループ経営陣に求める人財像とし
て、「変化を起こし、改革を主導する力」を中心に据え、以下の①～③の側面から10項目の人財要件（能力）を定義しています。

　①戦略策定・実行：「構想力」「果断な意思決定力」「突破力」「創造性を引き出す力」

　②組織・人財：「発信し納得させる力」「やる気を引き出す力」「失敗への寛容力」「人を育てる力」

　③資質：「多様性を活かす力」「優れた人格」

・指名委員会での審議を経て、2019年3月の取締役会で審議・決定した展開方針では、当社および当社グループの主要事業会社の社長の後継者
計画を議論対象とし、当社および主要事業会社の社長の候補者の選定・開発施策について指名委員会で審議することを定めています。

・これらの方針に基づき、当社および主要事業会社の社長の後継候補者選定および開発施策について、候補者の情報収集から指名委員会での
審議に至る年間スケジュールを策定しています。運用5年目となる2024年3月期は、2023年12月の指名委員会にて「現任社長の選解任」を、2024

















安藤　まこと ○ ―――

公認会計士として国内外の大手監査法人およ
び会計事務所での職務歴や公職に従事される
等、豊富なキャリアと高い専門的知見を有して
おり、中立的・客観的な視点から、監査を行っ
て頂くために社外監査役として選任していま
す。

なお、当社の独立性判断基準をクリアしてお
り、一般株主と利益相反が生じるおそれが無い
と判断しています。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、社外取締役および社外監査役の独立性に関する判断基準（独立性判断基準）を次のとおり定めています。

社外取締役および社外監査役が独立性を有するという場合は、当該社外取締役および社外監査役が以下のいずれにも該当してはならないことと
しています。

（１）当社またはその子会社の業務執行者

（２）当社の親会社または兄弟会社の業務執行者

（３）当社を主要な取引先とする者もしくはその業務執行者または当社の主要な取引先もしくはその業務執行者

（４）当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家 （当該財産を得ている者が法

人、組合等の団体である場合は、当該団体に所属する者をいう。）

（５）就任前10年間において（１）に該当していた者

（６）就任前1年間において（２）から（４）までに該当していた者

（７）現在または就任前１年間において、（１）から（４）に該当していた者（重要でない者を除く。）の２親等内の近親者

（注）

１．「当社を主要な取引先とする者」とは、直近事業年度においてその者の年間連結総売上高の2％または1億円のいずれか高い方の額以上の支
払いを、当社から受けた者をいうこととしています。

２．「当社の主要な取引先」とは、直近事業年度において当社の年間連結総売上高の2％以上の支払いを当社に行った者をいうこととしています。

３．「当社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家または法律専門家」とは、直近事業年度において
役員報酬以外にその者の連結売上高の2％または1,000万円のいずれか高い方の額以上の金銭または財産を当社から得た者をいうこととしてい
ます。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

下記【取締役報酬関係】の「報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」に記載のとおりです。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示
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当社の適時開示の体制（模式図）

事業子会社

情報所管部署または担当役員

東京証券取引所

明治ホールディングス

情報所管部署または担当役員

情報取扱責任者
（IR部長）

代表取締役社長

情報取扱責任者
（IR部長）

情報開示
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ʾІϺи‮ χᾋ ΰτ∑ΰοψʺ ︡זּ ᵓχӡ ξΪϬ ϘΠννʺ ︡זּ ᵓΥ ΠϥϓΦІϺиτ
νΜοʺ◙ ӦԌᵓχ τṁξΦ︡ ᵓπὨṳΰοΣϤϘβ  ̒

ʾσΣʺḗ₰ τνΜοψʺ︡ χỘ χḗ₰Ϭ“Ξ“יִ π τ ρσϥІϺиπΚϥˮ∞ ʾᵓὓ˯
ˮ ʾзІϼЫКЅЮрЕ˯χ ệϬᶎ βϥθϛʺ︡ ρ χІϺиЫЕзАϼІϬ ΜοΜϘ
β  ̒

 

 

 

 

 

 

 

 

＜取締役＞

川村 和夫 ● ● ● ● ●

⼩林⼤吉郎 ● ● ● ●

松⽥ 克也 ● ● ● ●

古⽥  純 ● ● ● ● ●

菱沼  純 ● ●

松村眞理⼦ 社外 ● ●

河⽥ 正也 社外 ● ● ● ● ●

久保⼭路⼦ 社外 ● ● ● ●

ピーター Ｄ. ピーダーセン 社外 ● ● ● ●

＜監査役＞

千⽥ 広秋 ● ●

⼤野 ⾼敬 ● ●

渡邊  肇 社外 ● ●

安藤まこと 社外 ● ●

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ
ﾋﾞｼﾞﾈｽ

営業・
ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ

財務・会計
⼈事・

ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ
法務・

ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
経営戦略 ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ



 

˻έ╥―  ˼
ІϺиχ ʾ Ṱ 

Ὂְ  
χזּ ◙β◒πΚϥʺˮ ρὲῴπԁ Ϭ“Ψᴣ Ϭ ΰʺ ʺ ᵦπ ΰ Ϊϥ˯χםᾝχ

θϛτʺⱱ σ Ϭ αο ṍ πχḼỘᴣ ΰ Ϭᾃԏʾḗ βϥІϺи 

Ͻк˔НиРЅКІ 
Ͻк˔Ниϒχ ᵫІС˔ЖϬ ΫʺᵤᵰЫ˔ϾАЕϬᶎםτ︡Ϥ₅ϙʺ χϽк˔НиḼỘϬ ◙βθ
ϛτʺ σⱧỘḕẽʾ ΰχᾁ Ϭ◦כβϥρρϜτϽк˔Ниχ♪ ʾ♪℅πӪ◘Ὠ ʾḗ Ϭ“Ξ
ІϺи 

ְỘ  ʾ      
Ы˔ϾГϰрϽ 

ЀϯⱧỘπχӊ ӡ Ϭᶍ βϥρρϜτʺᵤᵰ◕ πχ ṁ χᶎ βϥθϛτʺ῟ᴮ σְ
ỘʾЫ˔ϾГϰрϽ χ├ Ϭ︠ ʾḗ βϥІϺи 

∞ ʾᵓὓ 
ṍ χḼỘᴣ ΰ ϬḼ ΰθ σⱧỘ Ɫρ ớ σᶴ︠ḥᾕϬ ήδννʺΩ σⱢ  

Ϭםᾝβϥθϛτʺӗ ΰθὊְṁ Ϭ  βϥ∞ ʾᵓὓ πχ ʾḗ ІϺи 
Ⱨ  ʾ      

ЍϱН˔ЄГϰ 
ˮ ∞˯ϬḼỘᴣ ΰ τ σˮⱢ ˯ρ Πʺ Ɫ ὊְϬם βϥθϛτʺ Ⱨ ϞЍϱН˔
ЄГϰЫКЅЮрЕ Ϭ├ ʾḗ βϥІϺи 

ʾзІϼ   
ЫКЅЮрЕ 

Ͻи˔ФὊְếᴟτⱢβϥϽи˔ФϹНЗрІχếᴟχθϛτʺ ʾзІϼЫКЅЮрЕτἰϥ זּ
Ϭ├ ʾḗ βϥІϺи 

Ѐ˔Ъй˔Е   
ЀЬвИϾ˔Єдр 

ΣẁήϘϞРЅКІО˔ЕЗ˔ʺᶴ︠ʾ Ɫᴪσς ṅτϩθϥІГ˔ϼШиЍ˔ρχ ḩἰ  χθ
ϛτʺЀЬвИϾ˔Єдр Ϭ├ ʾḗ βϥІϺи 

ЂІГЗРзГϰ 
ⱵϽи˔Ф2026ЂІГЗРзГϰРЅдрϬ ΰʺЂІГЗРзГϰʾϱЛЦ˔ЄдрτϢϤּזᵓ

ᴿ ϬᵔὨβϥθϛτʺὊↄᴣ ρּזᵓʾḕẽᴣ χ Ϭᾃԏʾḗ βϥІϺи 

ДЅЌи 
ˮ θσ᾽ẁᴣ ρ ằ˯ˮỘ ᶗρ ▀ ΰ ˯χםᾝϬᴥ βϥθϛτʺ ⱵϽи˔ФχDX

Ϭᾃԏʾḗ βϥІϺи 
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